
県事業

予算額 ① 事業数 交付決定額 ②

1 介護人材確保対策連携強化事業（協議会設置等） 3,500 3,500 【実施主体：都道府県】

2 認証評価制度実施事業 21,600 21,600 【実施主体：都道府県】

3 地域住民や学校の生徒に対する介護や介護の仕事の理解促進 2,011 10 21,051 23,062 社福3、市町村1、株1、学校1、医1、社団1、NPO2

4 若者・女性・高齢者など多様な世代を対象とした介護の職場体験事業 4,523 2 756 5,279 社福2

5 助け合いによる生活支援の担い手の養成事業 1 1,400 1,400 社団1

6 介護福祉士養成課程にかかる介護実習支援事業 0

7 介護未経験者に対する研修支援事業 15,000 15,000

8 ボランティアセンターとシルバー人材センター等の連携強化事業 1 318 318 NPO1

9 介護事業所でのインターンシップ・職場体験の導入促進 2,151 2,151

10 介護分野での就労未経験者の就労・定着促進事業 0

11 多様な人材層（若者・女性・高齢者）に応じたマッチング機能強化事業 23,525 1 104 23,629 社福1

新 介護に関する入門的研修の実施、生活援助従事者研修の受講支援等からマッチングまでの一体的支援事業 0 【実施主体：都道府県、市町村】

新 将来の介護サービスを支える若年世代の参入促進事業 0 【実施主体：介護福祉士養成施設】

12 多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業 20,774 10 10,106 30,880 老施協4、社福2、社団2、株1、医1

13 喀痰吸引等研修の実施体制強化事業 0

14 各種研修に係る代替要員の確保対策事業 1,750 1 3,867 5,617 社福1

15 潜在介護福祉士の再就職促進事業 2 3,338 3,338 学校1、社福1

16 離職した介護人材のニーズ把握のための実態調査事業 0

17 認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業 7,724 1 678 8,402 社福1

18 地域包括ケアシステム構築に資する人材育成・資質向上事業 2,808 1 1,690 4,498 地区医師会1

19 権利擁護人材育成事業 0

20 介護予防の推進に資するOT・PT・ST指導者育成事業 3 1,403 1,403 PT協会2、ＯＴ協会1

21 新人介護職員に対するエルダー・メンター制度等導入支援事業 0

22 管理者等に対する雇用管理改善方策普及・促進事業 1 2,245 2,245 社福1

23 介護ロボット導入支援事業 4 1,766 1,766 社福3、医1

24 雇用管理体制の改善に取り組む事業者表彰事業 175 175

25 介護従事者の子育てのための施設内保育施設運営支援事業 4 6,218 6,218 社福4

26 介護サービス事業者等の職員に対する育児支援（ﾍﾞﾋﾞｰｼｯﾀｰ派遣等）事業 0

27 子育て支援のための代替職員マッチング事業 0

105,541 42 54,940 160,481

【単位：千円】
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分野 NO 事業名

○ 地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するため、地域医療介護総合確保基金

を設置し、平成２７年度からこれを財源として事業を実施

○ 事業メニューは、国の「地域医療介護総合確保基金管理運営要領」に基づき、「参入促進」

「資質向上」「労働環境・処遇の改善」等を柱に２９項目（H30新規２項目含む）の事業を設定

○ 本県では県が実施する事業のほか、市町村や民間団体を対象に企画提案型事業の公募を行って

おり、平成３０年度の実施状況は下表のとおり。

基金事業の概要 課 題

【事業の事後評価】

平成３０年６月に総務省から「介護施策に関する行政評価・監視結果に基づく勧告があり

事業実施状況の把握、点検及び評価の徹底、及び評価結果に基づく事業内容の的確な見直し

について指摘があった。事業の指標設定→評価→改善の仕組みの構築が必要。

【事業の公募方法】

今年度は予算を大幅に超過する応募があったため、県の施策として優先すべき事業を選択

して公募するなど、事業の重点化について検討が必要。

Ｈ３０実施状況

地域医療介護総合確保基金（介護分）を活用した事業の実施状況について 資料5

H27実績 H28実績 H29実績 H30予算

77,573千円 111,165千円 126,955千円 162,041千円
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